
8・2 船員の資格･技能教育と確保問題

8・2・1 船員の教育機関

船員の教育機関の入学状況及び卒業生の求人･就職状況は資料 8-2-1、資料8-2-2に示すと
おりとなっている。

2003年 10月より、東京商船大学は東京水産大学と、神戸商船大学は神戸大学と統合し、
独立行政法人となった。両商船大学系の学部及び乗船実習課については、それぞれの新大

学の中で新たな学部名で存続しており、これまで通り船舶職員第一種養成施設に指定され

運営されている。

海技大学校及び航海訓練所については、2001年度より独立行政法人化されており、既に
業務をより効果的に行なうという｢独立行政法人化｣の趣旨を十分に踏まえた運営を行って

いる。(資料8-2-3参照)

その他に日本船員福利雇用促進センター(以下SECOJ)が、船員の教育･訓練に関する事
業を行っている。(資料8-2-4参照)

また、海技大学校及び SECOJでは、後述の通り日本人船員のみならず、外国人船員に
対しても教育･訓練に関する事業を行っている。

8・2・2 海技及び無線資格･技能取得の教育

海技大学校では、2003年度中、日本人船員2897名(対前年度比1790名増)、外国人船員82名(対
前年度比8名増)が海技資格・技能を取得するための課程を受講した。

SECOJでは、2003年度中、日本人船員 1032名(対前年度比 252名減)、外国人船員 429

名(対前年度比 386名増)が海技及び無線資格･技能を取得するための課程を受講した。
日本人船機長 2名体制による国際船舶を円滑に運航するためには、関連する船員法上の
資格要件を満足する必要がある。

このためには、外国人船員に対してこれら資格及び技能を円滑に付与する制度が不可欠

であるが、この内、現時点及び近い将来に必要とされるのは危険物等取扱責任者資格(8・2・
3)、船舶料理士資格(8・2・4)、無線資格(8・2・5)、GMDSS資格(8・2・6)および船舶保
安職員資格(8・2・7)であり、当協会はこれら資格及び技能が円滑に取得できるよう、関係
の委員会等に参画するとともに、関係機関と調整を図り、船社負担の軽減に努めた。

8・2・3 危険物等取扱責任者資格取得の教育

本資格を取得するための講習は、日本人船員に対しては海上災害防止センターにおいて

実施され、外国人船員に対しては船舶職員法に基づく国内海事法令講習と同様の内容でフ



ィリピンの指定講習機関(3ヶ所)において実施された。
外国人船員に対する本講習の受講者は、当面船舶職員法に基づく承認制度における国内

海事法令講習の受講者に限定されており、同講習の実施と併せ、2000年 1月以降、2004

年 4月までに通算 12回の講習が実施された。

8・2・4 船舶料理士資格取得の教育

国際船舶制度の導入に伴い、船舶料理士資格を外国人が取得することとなった。

2001年 6月に国土交通省船員部を事務局とする｢船舶料理士資格制度に関する検討委員
会｣が設置され、外国人船員に対する船舶料理士試験のあり方も含めた検討が開始され、同

年 11月に同検討委員会は｢受験資格としての乗船履歴(3年から 1年に短縮)｣、｢筆記・実技
試験要領｣、｢外国人に対する試験(臨時試験)の取扱い｣についての変更を主な内容とすると
りまとめを行った。

このとりまとめに基づき、国土交通省は船舶料理士に関する省令を改正し、2003年 2月
3日に施行した。
また、船舶料理士に関する試験を実施する団体として、これまで担当してきた(財)日本海
技協会の他に SECOJが追加され、外国人に対する試験については SECOJが担当してい
くこととなった。

当協会は、国際船舶の増加に伴い外国人の船舶料理士に対する需要が大変逼迫した状況

にあることから、国土交通省船員労働環境課及び試験の実施団体であるSECOJに対して、
早急な試験の実施を要請した。

その結果、現行制度に基づく外国人に対する船舶料理士試験が 2003年 7、11月及び 2004

年 2月の計 3回マニラにおいて実施され、計 161名(対前年度比 22名増)が資格を取得し、
これまでの累計ではフィリピン人 342名とインドネシア人 8名の計 350名となった。

8・2・5 無線資格取得の教育

1995年の改正STCW条約(STCW95)が2002年2月1日より完全実施されたことに伴い、
わが国では全ての航海当直職員には海上特殊無線技士資格(一海特)の取得が義務付けられ
ることとなった。

これを受け、日本国は国際船舶に乗り組む外国人航海士に対して一海特の資格を付与す

るための無線従事者規則の改正を行い(2001年 6月 20日施行)、日本国の一海特と同等の
外国の無線資格(ROC)を有する外国人船員については、国内法規のみ(3時間以上)の講習を
受講することで一海特を取得できることとした。

この講習は、(財)日本無線協会が主催し、2001年 8月にマニラにおいて第 1回一海特養
成課程として開催された。

2003年度は 5、9月及び 2004年 1月の計 3回マニラにおいて実施され、計 268名(対前



年度比 5名増)が資格を取得し、これまで 9回開催された合計はフィリピン人 726名、イン
ドネシア人 15名とインド人 1名の計 742名となった。
また、講習開催の事務手続きの支援について、2003年 6月よりSECOJが実施していく
こととなった。

当協会は、日本無線協会及び SECOJと連携を図り、講習の円滑な実施に務めた。

8・2・6 GMDSS資格取得の教育

GMDSSが 1999年 2月 1日より既存船を含む全ての船舶に適用(完全導入)され、国際航
海に従事する旅客船及び国際航海に従事する 300総トン以上の貨物船(A3またはA4海域
を航行海域とするもの)にあっては、これまで専従だった通信長の職務を航海士や機関士な
どの船舶職員が兼務することを可能とした、いわゆる｢他職務兼務船｣が認められることと

なった。

このようなGMDSS体制の完全実施に伴い、兼務通信長を十分に確保することが急務と
なっている。

兼務通信長になるためには、三級海技士(電子通信)(以下三電通)以上の資格を受有する必
要があるが、同資格の受験申請にあたっては総務省の三海通資格及び船舶局無線従事者証

明を取得する必要がある。

当協会は、国内で総務省が実施した 2003年 7月期および 2004年 1月期の船舶局無線従
事者証明のための新規訓練に対し、船社の協力を得て、講師を派遣した。

今後は、日本人船員のみならず、外国人船員も同資格を取得できる制度の創設を総務省

へ働きかけることとしている。

8・2・7 船舶保安職員資格取得の教育

2001年 9月に発生した米国同時多発テロ事件を契機に、IMOが中心となって国際的な
海事保安対策を検討の結果、SOLAS条約の改正及び ISPS CODEの採択がなされた。
これにより、改正された条約の発効が見込まれる 2004年 7月 1日までに、国際航海に
従事する旅客船及び総トン数 500トン以上の貨物船にあっては、｢船舶保安職員(以下
SSO)｣を乗り組ませなければならないこととなった。
当協会は積極的に SSO養成制度の創設を国土交通省へ働きかけ、海技大学校を実施団体
とする養成制度が 2003年 9月から開始された。
2003年度は東京及び神戸にて講習が計 42回実施され、計 1,205名が資格を取得した。

8・2・8 日本人船員の確保・育成の為の啓蒙活動



当協会では、船員教育機関に入学した学生に対する広報活動および一般の人々を対象と

した広報活動を行っているが、2003年度は以下の船員確保・育成の為の啓蒙活動を実施し
た。

（1） 東京海洋大学の学生に対するコンテナターミナル見学会
（2） 東京海洋大学及び神戸大学における海事シンポジウム (講演会及び大学教官と
船社労務担当者の意見交換会)
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独立行政法人海技大学校　入学者数等
　　　 （２００４年４月３０日現在）

養
成
定
員

応
募
者

合
格
者

入
学
者

卒
業
者

航海科 15 17 17 16 14

機関科 15 15 15 13 10

小　　計　　 30 32 32 29 24

10 1 1 1 1

10 0 0 0 0

10 3 3 3 4

10 2 2 2 2

20 11 11 11 10

20 5 5 5 5

20 11 11 11 11

20 6 6 6 6

120 39 39 39 39

航海科三級海技士課程 10 5 5 5 5

機関科三級海技士課程 10 0 0 0 0

航海科四級海技士課程 10 0 0 0 0

機関科四級海技士課程 10 0 0 0 0

航海科五級海技士課程 30 16 16 16 15

機関科五級海技士課程 30 19 19 19 19

若年船員養成課程（前期） 12 9 9 9 9

若年船員養成課程（後期） 15 6 6 6 6

技能講習課程 40 28 28 28 28

船舶基礎講習課程 10 2 2 2 2

196 802 802 802 802

航海科技術協力課程中級 5 10 5 5 5

機関科技術協力課程中級 5 7 5 5 5

航海科技術協力課程初級 21 21 21 21

機関科技術協力課程初級 21 21 21 21

適宜 1,748 1,748 1,748 1,748

426 2,694 2,687 2,687 2,686

38 38 38 40

高等科専門課程機関科 23 23 23 28

20 8 8 8 1

119 119 119 12

36 36 36 2

220 224 224 224 83

796 2,989 2,982 2,979 2,832

2003年度

　　　　　　　　　　　　　　区　　分

　　課　　程

100

100

小　　計　　

43

国際協力課程

委託研修課程

四級海技士航海科　

二級海技士機関科

合　　計　　

普通科Ｂ課程航海科

普通科Ｂ課程機関科

小　　計　　

三級海技士航海科

三級海技士機関科

ｼﾐｭﾚｰﾀ課程

基礎課程

海技課程

小　　計　　

海
技
士
科

四級海技士機関科　

通
信
教
育
科

海上技術科

高等科専門課程航海科

普通科Ａ課程

一級海技士航海科

一級海技士機関科

二級海技士航海科

講
習
科
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